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掛川市議会基本条例

平成25年３月27日

掛川市条例第22号
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附則

掛川市は、全国に先駆けて、昭和54年に生涯学習都市宣言を行い、さらに合併に伴い、平成19年

に再宣言し、市民、議会、行政が一体となって生涯学習まちづくりを進めてきました。

生涯学習都市宣言の理念は、掛川市民は一生涯学びつづけ、後代への責任を果たすために環境を

守り、行財政を計画的に運営し、みんなで風格ある人間、愛情ある家庭、村格ある地域、都市格あ

る掛川市を目指し、海と山と街道と報徳の掛川学をじっくり展開し、ゆったりした豊かな生涯学習

社会を構築していくことです。

この理念に従い市は、常に福祉、教育、環境、市民活動などの向上を目指し、誰もが住みたくな

るまちづくりを推進しています。

掛川市は、市民が安全・安心で幸せに暮らせることを願い運営されています。議会の役割と責務

に基づく市の意思決定機関である議会は、市民の多様な意見を代表して議論し、政策をつくり、市

長によるまちづくりを監視及び評価し、公正・公平・透明性の確保に努め、開かれた議会運営を行

います。

地方のことは地方で決めるというこれからの地方主権の時代を見据えるときに、議会と議員の役

割はますます重要性を増しています。



- 2 -

そのため、掛川市議会は、議会が市民にとってもっと身近に、わかりやすく、参加しやすくなる

よう、一問一答制を導入するとともに、みずから必要な議員定数のあり方を検討するなど、不断の

改革に取り組んできました。

よって掛川市議会は、改革への取り組みをより確かなものとするため、憲法と地方自治法のもと

での二元代表制による自治を推進し、議会の最高規範として「掛川市議会基本条例」を制定します。

第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は、二元代表制の下、掛川市議会（以下「議会」という｡)及び掛川市議会議員

（以下「議員」という｡)の活動の原則、市民及び市長その他の執行機関（以下「市長等」とい

う｡)との関係等を定めることにより、議会が市民の負託に応え、もって市民の福祉の向上及び市

の持続的で豊かなまちづくりの実現に寄与することを目的とする。

第２章 議会及び議員の活動原則

（議会の活動原則）

第２条 議会は、次に掲げる原則に基づき活動を行わなければならない。

(1) 公正性及び透明性を確保し、市民に開かれた議会を目指すこと。

(2) 市民の多様な意見を的確に把握し、政策形成に反映できるよう、市民参加の機会の拡充に努

めること。

(3) 市民にとって分かりやすい言葉を用いた説明に努めること。

(4) 議会における申合せ事項は、改革の視点に立ち、不断の見直しに努めること。

(5) 市民の議会傍聴に対する関心が高まる議会運営を行うこと。

（議員の活動原則）

第３条 議員は、次に掲げる原則に基づき活動を行わなければならない。

(1) 議会が言論の府であり、合議機関であることを十分認識し、議員相互の自由な討議を重んず

ること。

(2) 市政について、市民の意見を的確に把握するとともに、自己の能力を高め、不断の研さんに

よって、市民の代表としてふさわしい活動をすること。

(3) 議会の構成員として、一部団体及び地域の代表にとらわれず、市民全体の福祉の向上を目指

して活動すること。

第３章 市民と議会との関係

（市民との関係）
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第４条 議会は、市民に対し積極的にその有する情報を発信し、情報の共有を推進するとともに、

説明責任を十分に果たさなければならない。

２ 議会は、原則として、すべての会議を公開する。

３ 議会は、地方自治法（昭和22年法律第67号）に規定する学識経験を有する者等による専門的調

査並びに公聴会制度及び参考人制度を十分に活用し、専門的又は政策的識見等を議会の討議に反

映させるよう努めるものとする。

（議会報告会）

第５条 議会は、議会報告会を開催し、議会活動について市民に対する説明責任を果たすとともに、

市民の意見を把握し、議会活動に反映させるものとする。

２ 議会報告会に関し必要な事項は、別に定める。

第４章 議会と市長等との関係

（市長等との関係）

第６条 議会は、市長等との立場及び権能の違いを踏まえ、緊張ある関係の保持に努めるものとす

る。

２ 議会審議における議員と市長等との関係は、次に掲げるものとする。

(1) 本会議における一般質問は、広く市政上の論点及び争点を明確にするため、一問一答方式で

行うことができること。

(2) 議長から本会議及び委員会への出席を要請された市長等は、議長又は委員長の許可を得て、

議員からの質問に対して反問することができること。

３ 議会は、閉会中、議長を経由して市長等に対し文書による質問を行うことができる。この場合

において、市長等は、文書により回答するものとする。

（政策提案の説明要求）

第７条 議会は、市長が提案する重要な政策、計画、事業等の審議の際、市長に対し、次に掲げる

事項について説明を求めることができる。

(1) 政策等の背景、目的及び効果

(2) 総合計画等における根拠又は位置付け

(3) 関係ある法令、条例等

(4) 政策等の実施に係る財源措置

（事務執行の監視）

第８条 議会は、市長等の事務の執行について、事前又は事後に監視する責務を有する。
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（政策立案等）

第９条 議会は、政策立案機能の強化に努めるとともに、条例の制定、議案の修正、決議等を通じ

て、市長等に対し、政策立案及び政策提言を行うものとする。

第５章 議員相互の自由討議等

（自由討議等）

第10条 議員は、議会の機能を発揮するため、積極的に議員相互の自由討議に努めるとともに、議

論を尽くさなければならない。

２ 議長、委員長等は、議員間での討議を中心に会議を運営し、その結果を市政に反映させるよう

合意形成に努めるものとする。

（政策討論会）

第11条 議会は、市政に関する重要な政策及び課題に関し、議会としての共通認識の醸成を図ると

ともに、合意形成を得るため、政策討論会を開催するものとする。

２ 政策討論会に関して必要な事項は、別に定める。

第６章 政治倫理

（政治倫理）

第12条 議員は、市民の代表として政治倫理の向上に努めるとともに、良心に従い、誠実かつ公正

にその職務を行わなければならない。

２ 議員は、その品位及び名誉を損なうような行為を慎しむとともに、その職務に関し疑惑を招く

おそれのある行為をしてはならない。

第７章 議員定数等

（議員定数）

第13条 議員の定数は、市政の現状及び課題、将来の予測等を考慮するとともに、市民の意見を踏

まえて定めるものとする。

（議員報酬）

第14条 議員報酬は、市民の負託に応える議員活動への対価であることを基本として定めるものと

する。

２ 議会は、委員会又は議員による提案に基づき議員報酬の改定をするに当たっては、市民の意見

の聴取及び反映に努めるものとする。

第８章 会派活動等

（会派）
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第15条 議員は、議会活動を行うに当たり、会派を結成することができる。

２ 会派は、政策を中心とした同一の理念を共有する議員で構成することを原則とする。

３ 会派は、政策立案、政策提言、政策決定等に際して、相互に調整を図り合意形成に努めるもの

とする。

（政務活動費）

第16条 会派は、政策立案及び政策提言に資するため、政務活動費を有効に活用し、積極的に調査

研究を行うものとする。

２ 政務活動費の使途については、常に透明性を確保しなければならない。

第９章 議会機能の充実

（議員研修の充実強化）

第17条 議会は、議員の政策立案及び政策提言に関する能力の向上を図るため、議員研修の充実及

び強化に努めるものとする。

２ 議会は、学識経験を有する者、市民等との議員研修会を積極的に開催するものとする。

３ 議会及び議員は、市政の課題を広い視点から捉えるため、他の自治体の先進事例等を調査研究

するよう努めるものとする。

（議会図書室）

第18条 議会は、議会図書室を適正に管理及び運営し、その機能の強化に努めるとともに、一般の

利用に供するものとする。

（議会事務局）

第19条 議会事務局は、議員の議会活動に必要とされる行政情報の提供に努めるものとする。

２ 議会は、議員の資質の向上を図り、議会運営を円滑かつ効率的に進めるため、議会事務局の調

査機能及び法務機能の充実及び強化並びに組織体制の整備を図るよう努めるものとする。

第10章 条例の見直し

（条例の見直し）

第20条 議会は、この条例の施行後、この条例の目的の達成状況について不断の検証及び検討を重

ね、必要があると認めるときは、条例の改正を含めた所要の措置を講ずるものとする。

附 則

この条例は、平成25年４月１日から施行する。


